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Ⅰ 財務書類の作成にあたって 

平成１８年８月３１日、「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（総務

事務次官通知）」が策定されました。 
その中で、地方公共団体は「国の作成基準に準拠し、発生主義の活用及び複式簿記の考え

方の導入を図り、貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書の４

表の整備を標準形とし、地方公共団体単体及び関連団体等も含む連結ベースで、「地方公共団

体財務書類作成にかかる基準モデル」又は「地方公共団体財務書類作成にかかる総務省方式

改訂モデル」を活用して、公会計の整備の推進に取り組むこと」を求められたところです。 
 これを受け、美郷町では平成２０年度決算から決算統計等のデータを活用する「総務省方

式改訂モデル」により、財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、

資金収支計算書）を作成し公表しています。 
 

Ⅱ ４表の相関図 

        貸借対照表                    行政コスト計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      資金収支計算書                  純資産変動計算書 
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期末歳計現金残高 期末純資産残高 
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Ⅲ 普通会計の財務書類４表 

 １ 貸借対照表 

   貸借対照表とは、住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その

資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを示したもので、表内の資産合

計額（表左側）と負債・純資産合計額（表右側）が一致し、左右の均衡がとれているこ

とからバランスシートとも呼ばれています。 

                                   （単位：千円） 

借      方 貸      方 

資産の部（これまで形成してきた資産） 負債の部（将来の世代が負担する金額） 

１ 公共資産 52,160,456 １ 固定負債 13,487,389 

(1)有形固定資産 52,067,144 (1)地方債 11,492,880 

(2)売却可能資産 93,312 (2)退職手当引当金 1,994,509 

２ 投資等 3,486,693 ２ 流動負債 2,086,624 

(1)投資及び出資金 187,362 (1)翌年度償還予定地方債 1,985,209 

(2)貸付金 200,494 (2)賞与引当金 101,415 

(3)基金等 3,039,923   

(4)長期延滞債権 73,692 負 債 合 計 15,574,013 

(5)回収不能見込額 △14,778 純資産の部（これまでの世代が負担した金額） 

３ 流動資産 

(1)財政調整基金、減債基金 

2,324,992 

1,915,000 

１ 公共資産等整備国庫補助金等 

２ 公共資産等整備一般財源等 

8,063,366 

49,522,678 

(2)歳計現金 389,677 ３ その他一般財源等 △15,280,158 

(3)未収金 25,607 ４ 資産評価差額 92,242 

(4)回収不能見込額 △5,292 純 資 産 合 計 42,398,128 

資 産 合 計 57,972,141 負債・純資産合計 57,972,141 

 
  （１）貸借対照表の概要 

普通会計の平成２３年度末の資産総額は５７９億７，２１４万１千円で、前年度

に対して１億８，６４６万６千円増加しています。 

 

【資産の部】 
   ①公共資産 

     公共資産は、「有形固定資産」と「売却可能資産」で構成されており、前年度より

７，８１３万８千円減の５２１億６，０４５万６千円で資産の９０．０％を占めて

います。 
「有形固定資産」は、昭和４４年度以降の決算統計の普通建設事業費累計額を取

得原価とし、用地取得費以外は減価償却後の資産を計上しており、前年度より１億

５，４６９万７千円減の５２０億６，７１４万４千円となっています。行政目的別

の内訳では、道路や町営住宅などの「生活インフラ・国土保全」が４５．４％、次

に学校や文化施設の「教育」が２６．７％となっています。 
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「売却可能資産」は、前年度より７，６５５万９千円増の９，３３１万２千円と

なっています。 
 

   ②投資等 

     投資等は、第三セクター等への「投資及び出資金」や「貸付金」、「基金」、回収期

限から１年以上回収できていない「長期延滞債権」などで構成されており、前年度

より１億７５１万１千円増の３４億８，６６９万３千円となっています。 

     「長期延滞債権」は、町税や使用料・手数料、貸付金等の収入未済額のうち、調

定年度が前年度以前のものです。 
      

   ③流動資産 

     流動資産は、現金や必要に応じてすぐに使える「基金」、税金等の「未収金」、「回

収不能見込額」などで構成されており、前年度より１億５，７０９万３千円増の２

３億２，４９９万２千円となっています。 

「回収不能見込額」は、町税や使用料、手数料、貸付金等の収入未済額のうち回収

不能が見込まれる金額を過去の不納欠損実積率により算定し計上しています。 

      

  【負債の部】 

   ①固定負債 

     固定負債は、翌々年度以降に償還される「地方債」や仮に年度末に職員全員が普

通退職した場合に必要になる退職手当の「退職手当引当金」などで構成されており、

前年度より１１億３，２７５万１千円減の１３４億８，７３８万９千円となってい

ます。 

 

   ②流動負債 

     流動負債は、１年以内に支払や返済をしなければならないもので「翌年度償還予

定地方債」や翌年度の６月に支払われる期末・勤勉手当のうち、１２月から３月ま

での負担相当額である「賞与引当金」などで構成されており、前年度より４億９，

４６６万７千円増の２０億８，６６２万４千円となっています。 
 

  【純資産の部】 

   ①公共資産等整備国庫補助金等 

     住民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち国・県から受けた補助

金は、前年度より４，３０５万１千円減の８０億６，３３６万６千円となっていま

す。 

 

   ②公共資産等整備一般財源等 

     住民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち、上記の国県補助金等

と建設地方債を除いた部分は、前年度より１１５億４，１０３万６千円増の４９５

億２，２６７万８千円となっています。 
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③その他一般財源等 

     公共資産等以外の資産から公共資産整備財源以外の負債を差し引いた額は、前年

度より１０６億８，６７５万６千円減のマイナス１５２億８，０１５万８千円とな

っています。これは、翌年度以降自由に使えるお金がすでに拘束されているという

ことになります。 

    

  （２）町民一人あたりの貸借対照表 

（平成２４年３月３１日現在 人口：２１，７６０人） 

                                （単位：千円） 

借   方 貸   方 

【資産の部】 

１ 公共資産      2,397 

２ 投資等        160 

３ 流動資産       107 

 

 

 

 

 

資産合計                2,664 

【負債の部】 

１ 固定負債             620 

２ 流動負債              96 

 

負債合計         716 

 

【純資産の部】  

純資産合計      1,948 

 

負債・純資産合計    2,664 

 

    町民一人あたりでは、資産は前年度より４万８千円増の２６６万４千円、負債は前 

年度より１万８千円減の７１万６千円となっています。純資産は、前年度より６万６

千円増の１９４万８千円となっています。 

 

（３）貸借対照表からわかる分析指標の前年度との比較 

   ①社会資本形成の世代間負担率  純資産合計額÷公共資産合計×１００ 

     社会資本整備のうち、これまでの世代によって負担した割合を表しています。こ

の比率が高いほど、将来への負担が低いことになります。平均値は５０％～９０％

とされています。 

年  度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

これまでの世代による社会資本

負担比率 
７７．１％ ７９．６％ ８１．３％ 

 

   ②資産老朽化比率  減価償却累計額合計÷償却資産取得価額等合計×１００ 

     償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合により、償却資産が平均して

どの程度老朽化しているかを表します。５０％以上は老朽化がかなり進んでいると

いえます。平均値は３５％～５０％とされています。 

年  度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

資産老朽化比率 ４７．４％ ４９．０％ ５０．３％ 
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２ 行政コスト計算書 

  １年間に人的サービスや給付サービスなどの資産形成につながらない行政サービス 

にかかった費用と、その財源である使用料・手数料や負担金などを明らかにしたもので

す。 

 

                （単位：千円） 

経 常 行 政 コ ス ト 9,777,767 

１ 人にかかるコスト 

２ 物にかかるコスト 

３ 移転支出的なコスト 

４ その他のコスト 

1,919,615 

3,889,743 

3,766,297 

202,112 

経 常 収 益 312,342 

１ 使用料・手数料 

２ 分担金・負担金・寄附金 

237,573 

74,769 

純経常行政コスト（経常行政コスト―経常収益） 9,465,425 

 

 

（１）行政コスト計算書の概要 

普通会計における平成 23 年度の経常行政コストは９７億７，７７６万７千円と

なり、前年度に対して１億８，９９５万２千円増加しています。 

 

【経常行政コスト】 

①人にかかるコスト 

   人にかかるコストは、「人件費」、「退職手当引当金繰入額等」、「賞与引当金繰入

額」で構成されており、前年度より２，８２８万５千円増の１９億１，９６１万５

千円となっています。 

 

②物にかかるコスト 

   物にかかるコストは、「物件費」、「維持補修費」、「減価償却費」で構成されてお

り、前年度より４，６８６万８千円増の３８億８，９７４万３千円となっています。 

 

③移転支出的なコスト 

   移転支出的なコストは、「社会保障給付」、「補助金等」、「他会計への支出額」、「他

団体への公共資産整備補助金等」で構成されており、前年度より１億２，７０５万

６千円増の３７億６，６２９万７千円となっています。 

 

④その他のコスト 

   その他のコストは、「支払利息」、「回収不能見込計上額」、「その他行政コスト」

で構成され、前年度より１，２２５万７千円減の２億２１１万２千円となっていま

す。 
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【経常収益】 

 ①使用料・手数料 

   使用料・手数料は、前年度より１，０２５万３千円増の２億３，７５７万３千円

となっています。 

 

 ②分担金・負担金・寄附金 

   分担金・負担金・寄附金は、前年度より４４９万２千円減の７，４７６万９千円

となっています。 

 

【純経常行政コスト】 

  経常行政コストから経常収益を差し引いた純経常行政コストは、前年度より１億８，

４１９万１千円増の９４億６，５４２万５千円となっています。 

  

（２）町民一人あたりの行政コスト 

（平成２４年３月３１日現在 人口：２１，７６０人） 

                           （単位：千円） 

経 常 行 政 コ ス ト 449 

１ 人にかかるコスト 

２ 物にかかるコスト 

３ 移転支出的なコスト 

４ その他のコスト 

88 

179 

173 

9 

経 常 収 益 14 

１ 使用料・手数料 

２ 分担金・負担金・寄附金 

11 

3 

純経常行政コスト（経常行政コスト―経常収益） 435 

 

町民一人あたりでは、経常行政コストは前年度より１万５千円増の４４万９千円、

経常収益は前年度と同額の１万４千円となっています。 

 

 

  （３）行政コスト計算書からわかる分析指標の前年度との比較 

   ①受益者負担比率  経常収益÷経常行政コスト×１００ 

     行政コスト計算書における経常収益は、受益者負担の金額であるため、経常収益

の経常行政コストに対する割合を算定することにより受益者負担割合を表していま

す。平均値は、２％～８％とされています。 

     

年  度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

受益者負担比率 ３．２％ ３．２％ ３．２％ 
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３ 純資産変動計算書 

  貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動したかを表しています。 

 

                            （単位：千円） 

期首純資産残高 41,573,578 

純経常行政コスト △9,465,425 

一般財源 

 地方税 

 地方交付税 

 その他行政コスト充当財源 

 

1,414,450 

6,319,845 

699,687 

補助金等受入 1,756,562 

臨時損益 △75,827 

資産評価替・無償受贈資産受入 175,258 

期末純資産残高 42,398,128 

  

 

（１）純資産変動計算書の概要 

 

①期首純資産残高 

   ２２年度末の純資産残高は４１５億７，３５７万８千円となっています。 

 

②純経常行政コスト 

   行政コスト計算書における「純経常行政コスト」は前年度より１億８，４１９万

１千円減のマイナス９４億６，５４２万５千円となっています。 

 

 

 

 

③一般財源 

   一般財源は、「地方税」、「地方交付税」、「その他行政コスト充当財源」で構成さ

れています。 

   「地方税」は前年度より１，７７２万３千円減の１４億１，４４５万円となって

います。「地方交付税」は前年度より１億５，７８７万円増の６３億１，９８４万

５千円となっています。「その他行政コスト充当財源」は、前年度より４４４２万

６千円減の６億９，９６８万７千円となっています。 

 

④補助金等受入 

   補助金等受入は、「国庫補助金」、「県補助金」で構成されており、前年度より５，

２６１万９千円増の１７億５，６５６万２千円となっています。 
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⑤臨時損益 

   臨時損益は、「災害復旧事業費」、「公共資産除売却損益」、「投資損失」で構成さ

れており、前年度より７，９５２万７千円減のマイナス７，５８２万２千円となっ

ています。 

 

⑥資産評価替・無償受贈資産受入 

   売却可能資産として時価評価した際の評価差額や資産評価替えを行った場合と

寄附等により無償で受贈した場合の評価額で構成され、１億１，３００万５千円増

の１億７，５２５万８千円となっています。 

 

 

４ 資金収支計算書 

  １年間の資金（歳計現金）の流れを「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投 

資・財務的収支の部」の３つに分けて表したものです。 

 

                           （単位：千円） 

期首資金残高 404,221 

１ 経常的収支 

   収 入 

   支 出 

２ 公共資産整備収支 

   収 入 

   支 出 

３ 投資・財務的収支 

   収 入 

   支 出 

2,954,495 

10,091,547 

7,137,052 

△543,897 

1,707,620 

2,251,517 

△2,425,142 

229,609 

2,654,751 

期末資金残高 389,677 

 

 

（１）資金収支計算書の概要 

①経常的収支 

   経常的収支は、税、地方交付税、国庫補助金等の収入と人件費、物件費、社会保

障等の支出で構成され、前年度より４億２，３１６万１千円減の２９億５，４４９

万５千円となっています。 

   

②公共資産整備収支 

   公共資産整備収支は、国庫補助金、地方債発行額等の収入と公共資産取得の支出

で構成され、前年度より１億８，３３１万６千円増のマイナス５億４，３８９万７

千円となっています。この不足分は、経常的収支の差額で賄われたことになります。 
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③投資・財務的収支 

   投資的・財務的収支は貸付金の返還額、地方債発行等の収入と貸付金、基金積立

金、地方債償還等の支出で構成され、前年度より３億１，６４８万７千円増のマイ

ナス２４億２，５１４万２千円となっています。この不足分は、経常的収支の差額

で賄われたことになります。 

   

 ④期末資金残高 

   期末資金残高は、前年度より１，４５４万４千円減の３億８，９６７万７千円と

なっています。 

 

 

 

（２）資金収支計算書からわかる分析指標の前年度との比較 

①歳入額対資産比率  資産合計÷歳入合計×１００ 

   歳入総額に対する資産の比率を算定することで、資産が何年分に相当するかがわ

かります。資産合計額は貸借対照表の数値、歳入合計は資金収支計算書の各部の収

入合計の総額に期首資金残高を加算した数値です。平均値は３年～７年とされてい

ます。 

年  度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 

歳入対資産比率 ４．６７年 ４．７３年 ４．６６年 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 11,492,880

①生活インフラ・国土保全 23,650,382 (2) 長期未払金

②教育 13,897,720 ①物件の購入等

③福祉 1,971,345 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 612,720 ③その他

⑤産業振興 6,886,108 長期未払金計 0

⑥消防 750,882 (3) 退職手当引当金 1,994,509

⑦総務 4,297,987 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 52,067,144 固定負債合計 13,487,389

(2) 売却可能資産 93,312

公共資産合計 52,160,456 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,985,209

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 220,051 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 △ 32,689 (5) 賞与引当金 101,415

投資及び出資金計 187,362 流動負債合計 2,086,624

(2) 貸付金 200,494

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 15,574,013

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 2,906,936

③土地開発基金 100,000 [純資産の部]

④その他定額運用基金 32,987 １　公共資産等整備国県補助金等 8,063,366

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 3,039,923 ２　公共資産等整備一般財源等 49,522,678

(4) 長期延滞債権 73,692

(5) 回収不能見込額 △ 14,778 ３　その他一般財源等 △ 15,280,158

投資等合計 3,486,693

４　資産評価差額 92,242

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 42,398,128

①財政調整基金 1,410,000

②減債基金 505,000

③歳計現金 389,677

現金預金計 2,304,677

(2) 未収金

①地方税 22,458

②その他 3,149

③回収不能見込額 △ 5,292

未収金計 20,315

流動資産合計 2,324,992

資　　産　　合　　計 57,972,141 負 債 ・ 純 資 産 合 計 57,972,141

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち11,752,856千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 20,823,365 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 13,478,089 千円 13,478,089 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 144,294 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 4,271,510 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 866,153 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 2,063,319 千円 2,063,319 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 17,521,848 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 3,395,939 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 188,209 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 13,937,700 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 3,301,517 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は8,215,373千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は44,402,217千円です。

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

144,294

4,271,510

866,153

0

4,153,617

18,551

0

0

184,241

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

0

155,495

4,153,617

1,053,610

527,925

2,572,082

0

397,845

220,814

381,096

468,446

2,529,921

貸借対照表
(平成24年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,631,202 16.7% 88,687 502,606 278,084 78,281 182,961 24,423 339,453 136,707 0

（２）退職手当等引当金繰入等 186,998 1.9% 9,343 53,897 38,785 10,880 22,827 979 47,398 2,889 0

１ （３）賞与引当金繰入額 101,415 1.0% 4,257 31,453 17,896 5,069 11,101 1,220 21,812 8,607 0

小　　計 1,919,615 19.6% 102,287 587,956 334,765 94,230 216,889 26,622 408,663 148,203 0

（１）物件費 1,718,068 17.6% 321,197 553,867 186,951 179,199 212,134 31,655 229,115 3,950 0

（２）維持補修費 77,488 0.8% 34,633 19,058 3,920 590 8,815 674 9,798 0

（３）減価償却費 2,094,187 21.4% 645,052 383,643 130,694 32,965 634,604 54,872 212,357

小　　計 3,889,743 39.8% 1,000,882 956,568 321,565 212,754 855,553 87,201 451,270 3,950 0 0

（１）社会保障給付 1,048,880 10.7% 14,349 1,034,531 0

（２）補助金等 1,236,170 12.6% 8,494 51,496 174,397 272,772 260,930 396,505 70,665 911 0

（３）他会計等への支出額 1,211,844 12.4% 102,126 0 867,381 129,899 88,731 23,707 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

269,403 2.8% 13,798 0 42,061 31,509 180,356 0 1,679 0

小　　計 3,766,297 38.5% 124,418 65,845 2,118,370 434,180 530,017 420,212 72,344 911 0

（１）支払利息 199,098 2.0% 199,098

（２）回収不能見込計上額 3,014 0.0% 3,014

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 202,112 2.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 199,098 3,014 0

9,777,767 1,227,587 1,610,369 2,774,700 741,164 1,602,459 534,035 932,277 153,064 199,098 3,014 0

（　構　成　比　率　） 12.6% 16.5% 28.4% 7.6% 16.4% 5.5% 9.5% 1.6% 2.0% 0.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 237,573 25,367 23,760 77,434 36,403 42,931 0 9,295 0 4,889 0 17,494

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 74,769 0 67,738 0 38 0 2,506 0 0 0 4,487

３ 保 険 料 0

４ 事 業 収 益 0

5 その他特定行政サービス収入 0

6 他 会 計 補 助 金 等 0

312,342 25,367 23,760 145,172 36,403 42,969 0 11,801 0 4,889 0 21,981

ｂ／ａ 3.2% 2.1% 1.5% 5.2% 4.9% 2.7% 0.0% 1.3% 0.0% 2.5% 0.0%

9,465,425 1,202,220 1,586,609 2,629,528 704,761 1,559,490 534,035 920,476 153,064 194,209 3,014 0 △ 21,981

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

行政コスト計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日

２

３

４
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（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 41,573,578

純経常行政コスト △ 9,465,425

一般財源

地方税 1,414,450

地方交付税 6,319,845

その他行政コスト充当財源 699,687

補助金等受入 1,756,562

臨時損益

災害復旧事業費 △ 708

公共資産除売却損益 △ 70,210

投資損失 △ 4,909

損失補償等引当金繰入 0

資産評価替えによる変動額 175,258

無償受贈資産受入 0

その他

期末純資産残高 42,398,128

純資産変動計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

期末資金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成23年度における一時借入金の借入限度額は600,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は164千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

2,026,801

0

△ 14,544

404,221

173,890

942,947

389,677

12,028,776

1,243,200

0

12,043,320

0

0

26,389

44,123

229,609

△ 2,425,142

250,741

1,827,867

0

2,654,751

0

159,097

34,981

△ 543,897

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
0

155,260

385,901

1

2,251,517

452,551

1,235,688

0

19,381

1,707,620

10,091,547

2,954,495

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
1,939,490

269,403

42,624

203,819

73,011

141,727

7,512

84,516

540,501

322,876

78,196

7,137,052

1,416,605

6,319,845

1,304,011

1,048,880

1,796,902

199,098

資金収支計算書
自　平成23年4月  1日

至　平成24年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
1,973,032

1,718,068
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Ⅳ 町全体の財務書類４表 

 
 町では普通会計で行っている事業のほかに特別会計で行っている事業があります。これら

の会計を連結して町全体の財務書類を作成しました。会計間で行き来があった場合、その支

出及び収入を相殺消去しています。 

 

 

 

               

   簡易水道事業特別会計 

                 下水道事業特別会計 

                 農業集落排水事業特別会計 

 国民健康保険特別会計 

 後期高齢者医療特別会計 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

                

                  

 

 

            

 

             
            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町全体 

普通会計 

内部取引 相殺消去等 

普通会計 

財務書類 

特別会計 

財務書類 

町全体 

財務書類 

＋ 

＋ 
－

 

＝ 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債

①生活インフラ・国土保全 26,159,170 ①普通会計地方債 11,492,880

②教育 13,897,720 ②公営事業地方債 5,421,068

③福祉 1,971,345  地方債計 16,913,948

④環境衛生 5,860,659 (2) 長期未払金 0

⑤産業振興 10,981,570 (3) 引当金 2,086,965

⑥消防 750,882 （うち退職手当等引当金） 2,086,965

⑦総務 4,297,987 （うちその他の引当金） 0

⑧収益事業 0 (4) その他 0

⑨その他 0 固定負債合計 19,000,913

有形固定資産計 63,919,333

(2) 無形固定資産 0 ２　流動負債

(3) 売却可能資産 93,312 (1) 翌年度償還予定地方債 2,318,854

公共資産合計 64,012,645 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(3) 未払金 0

２　投資等 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(1) 投資及び出資金 187,362 (5) 賞与引当金 105,922

(2) 貸付金 200,494 (6) その他 0

(3) 基金等 3,053,363 流動負債合計 2,424,776

(4) 長期延滞債権 170,131

(5) その他 0 負　　債　　合　　計 21,425,689

(6) 回収不能見込額 △ 27,624

投資等合計 3,583,726

[純資産の部]

３　流動資産 １　公共資産等整備国県補助金等 12,725,942

(1) 資金 2,568,210 ２　公共資産等整備一般財源等 51,556,855

(2) 未収金 51,125 ３　その他一般財源等 △ 15,589,356

(3) 販売用不動産 0 ４　資産評価差額 92,242

(4) その他 0

(5) 回収不能見込額 △ 4,334 純　 資　 産　 合　 計 48,785,683

流動資産合計 2,615,001

４　繰延勘定 0

資　　産　　合　　計 70,211,372 負 債 及 び 純 資 産 合 計 70,211,372

町全体の貸借対照表
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,704,333 13.5% 94,207 502,606 322,510 93,800 190,627 24,423 339,453 136,707 0

（２）退職手当等引当金繰入等 181,140 1.4% 10,172 53,897 35,544 6,148 24,113 979 47,398 2,889 0

１ （３）賞与引当金繰入額 105,922 0.8% 4,574 31,453 20,519 6,176 11,561 1,220 21,812 8,607 0

小　　計 1,991,395 15.8% 108,953 587,956 378,573 106,124 226,301 26,622 408,663 148,203 0

（１）物件費 1,855,910 14.7% 328,943 553,867 233,442 232,433 242,505 31,655 229,115 3,950 0

（２）維持補修費 98,678 0.8% 39,345 19,058 3,920 5,034 20,849 674 9,798 0

（３）減価償却費 2,531,835 20.1% 719,487 383,643 130,694 246,426 784,356 54,872 212,357 0

小　　計 4,486,423 35.6% 1,087,775 956,568 368,056 483,893 1,047,710 87,201 451,270 3,950 0 0

（１）社会保障給付 2,693,309 21.4% 308 14,349 2,677,296 904 452 0 0 0

（２）補助金等 2,188,184 17.4% 40,271 51,496 1,094,634 272,772 260,930 396,505 70,665 911 0

（３）他会計等への支出額 595,673 4.7% △ 109 0 595,782 △ 23,707 0 23,707 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

272,654 2.2% 17,049 0 42,061 31,509 180,356 0 1,679 0 0

小　　計 5,749,820 45.6% 57,519 65,845 4,409,773 281,478 441,738 420,212 72,344 911 0

（１）支払利息 333,881 2.6% 333,881

（２）回収不能見込計上額 8,651 0.1% 8,651

（３）その他行政コスト 31,284 0.2% 7,992 0 19,094 0 4,198 0 0 0 0

小　　計 373,816 3.0% 7,992 0 19,094 0 4,198 0 0 0 333,881 8,651 0

12,601,454 1,262,239 1,610,369 5,175,496 871,495 1,719,947 534,035 932,277 153,064 333,881 8,651 0

（　構　成　比　率　） 10.0% 12.8% 41.1% 6.9% 13.6% 4.2% 7.4% 1.2% 2.6% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 237,573 25,367 23,760 77,434 36,403 42,931 0 9,295 0 4,889 0 17,494

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 1,032,986 2,299 0 1,023,656 0 38 0 2,506 0 0 0 4,487

３ 保 険 料 635,370 635,370

４ 事 業 収 益 264,442 36,096 0 0 139,715 58,038 0 0 0 30,593 0

5 その他特定行政サービス収入 3,527 148 0 830 2,541 8 0 0 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,173,898 63,910 23,760 1,737,290 178,659 101,015 0 11,801 0 35,482 0 21,981

ｂ／ａ 17.3% 5.1% 1.5% 33.6% 20.5% 5.9% 0.0% 1.3% 0.0% 10.6% 0.0%

10,427,556 1,198,329 1,586,609 3,438,206 692,836 1,618,932 534,035 920,476 153,064 298,399 8,651 0 △ 21,981

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

町全体の行政コスト計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日

２

３

４
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（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 48,085,920

純経常行政コスト △ 10,427,556

一般財源

地方税 1,414,450

地方交付税 6,319,845

その他行政コスト充当財源 699,687

補助金等受入 2,593,906

臨時損益

災害復旧事業費 △ 708

公共資産除売却損益 △ 70,210

投資損失 △ 4,909

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 175,258

無償受贈資産受入 0

その他 0

期末純資産残高 48,785,683

町全体の純資産変動計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

1

211,927

0

2,400,454

2,568,210

0

46,731

286,017

△ 2,262,744

0

167,756

0

159,097

0

53,800

0

26,389

2,146,592

0

0

0

34,981

2,548,761

0

△ 534,632

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

155,260

474,951

1,272,488

0

0

19,381

1,766,820

12,790,241

2,965,132

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,028,798

272,654

2,301,452

0

142,557

7,512

0

0

99,516

552,502

6,319,845

2,118,955

203,819

1,028,929

640,908

259,093

2,693,309

2,748,916

333,881

130,740

9,825,109

1,416,605

町全体の資金収支計算書
自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,062,353

1,855,910
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Ⅴ 連結会計の財務書類４表 
  

普通会計や特別会計に加え、町と連携して行政サービスを実施している関係団体や法人を

含んで一つの行政サービス実施体とみなして作成したのが連結会計財務書類です。連結間で

行き来があった場合、その支出及び収入を相殺消去しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    
 

 

 

 

                    
 

 

 

                           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大曲仙北広域市町村圏組合 

大仙美郷環境事業組合 

大仙美郷介護福祉組合 

秋田県市町村総合事務組合 

秋田県市町村会館管理組合 

秋田県後期高齢者医療広域連合 

秋田県町村土地開発公社 

美郷温泉振興株式会社 

株式会社雁の里せんなん 

有限会社あったか山 

六郷開発株式会社 

六郷まちづくり株式会社 

財団法人美郷町スポーツ振興事業団 

株式会社美郷の大地 

 

簡易水道事業特別会計 

下水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

町全体 

普通会計 

連結 

普通会計 

財務書類 

特別会計 

財務書類 

一部事務組

合財務書類 

地方三公社 

財務書類 
第三セクタ

ー財務書類 

内部取引 相殺消去等 

連結 

財務書類 

＋ 

＋ 
－ 

＝ 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 26,159,170 ①普通会計地方債 11,492,880

②教育 14,413,859 ②公営事業地方債 5,421,068

③福祉 2,595,911  地方公共団体計 16,913,948

④環境衛生 7,188,317 (2) 関係団体

⑤産業振興 12,052,412 ①一部事務組合・広域連合地方債 963,044

⑥消防 965,386 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 4,302,581 ③第三セクター等長期借入金 236,090

⑧収益事業 0  関係団体計 1,199,134

⑨その他 0 (3) 長期未払金 40,581

有形固定資産計 67,677,636 (4) 引当金 3,221,438

(2) 無形固定資産 1,432 （うち退職手当等引当金） 2,769,959

(3) 売却可能資産 93,312 （うちその他の引当金） 451,479

公共資産合計 67,772,380 (5) その他 0

固定負債合計 21,375,101

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 29,657 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 200,494 ①地方公共団体 2,318,854

(3) 基金等 3,447,059 ②関係団体 218,147

(4) 長期延滞債権 174,931  翌年度償還予定額計 2,537,001

(5) その他 14 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(6) 回収不能見込額 △ 29,611 (3) 未払金 27,092

投資等合計 3,822,544 (4) 翌年度支払予定退職手当 1,115

(5) 賞与引当金 170,451

(6) その他 15,724

３　流動資産 流動負債合計 2,751,383

(1) 資金 3,001,658

(2) 未収金 70,161 負　　債　　合　　計 24,126,484

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 42,449 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 4,334 １　公共資産等整備国県補助金等 13,198,591

流動資産合計 3,109,934 ２　公共資産等整備一般財源等 52,679,675

３　他団体及び民間出資分 59,529

４　その他一般財源等 △ 15,781,034

４　繰延勘定 0 ５　資産評価差額 92,242

純　 資　 産　 合　 計 50,578,374

資　　産　　合　　計 74,704,858 負 債 及 び 純 資 産 合 計 74,704,858

連結貸借対照表
（平成２４年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 2,377,828 12.8% 94,207 508,200 488,791 105,859 346,349 301,897 395,699 136,826 0

（２）退職手当等引当金繰入等 205,091 1.1% 10,172 54,315 56,948 12,465 26,603 △ 5,850 47,549 2,889 0

１ （３）賞与引当金繰入額 170,450 0.9% 4,574 31,847 64,647 6,792 13,370 15,338 25,263 8,619 0

小　　計 2,753,369 14.8% 108,953 594,362 610,386 125,116 386,322 311,385 468,511 148,334 0

（１）物件費 2,384,003 12.9% 328,943 559,188 451,701 340,982 410,261 54,995 233,892 4,041 0

（２）維持補修費 133,040 0.7% 39,345 33,892 8,588 11,920 28,282 1,097 9,916 0

（３）減価償却費 2,755,230 14.9% 719,487 423,232 187,871 331,379 806,181 74,587 212,493 0

小　　計 5,272,273 28.4% 1,087,775 1,016,312 648,160 684,281 1,244,724 130,679 456,301 4,041 0 0

（１）社会保障給付 7,977,063 43.0% 308 14,349 7,961,050 904 452 0 0 0

（２）補助金等 1,394,094 7.5% 40,271 44,109 946,502 23,839 254,415 23,183 60,859 916 0

（３）他会計等への支出額 2,295 0.0% △ 109 0 2,404 △ 23,707 0 23,707 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

272,654 1.5% 17,049 0 42,061 31,509 180,356 0 1,679 0 0

小　　計 9,646,106 52.0% 57,519 58,458 8,952,017 32,545 435,223 46,890 62,538 916 0

（１）支払利息 361,413 1.9% 361,413

（２）回収不能見込計上額 9,872 0.1% 9,872

（３）その他行政コスト 508,988 2.7% 7,992 309 36,047 0 262,457 0 202,183 0 0

小　　計 880,273 4.7% 7,992 309 36,047 0 262,457 0 202,183 0 361,413 9,872 0

18,552,021 1,262,239 1,669,441 10,246,610 841,942 2,328,726 488,954 1,189,533 153,291 361,413 9,872 0

（　構　成　比　率　） 6.8% 9.0% 55.2% 4.5% 12.6% 2.6% 6.4% 0.8% 1.9% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 577,965 25,367 23,760 386,695 60,878 42,931 308 10,901 0 5,067 0 22,058

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 2,927,905 2,299 0 2,882,256 251 38 △ 13 2,479 0 6,289 0 34,306

３ 保 険 料 1,172,903 1,172,903

４ 事 業 収 益 1,091,022 36,096 9,587 0 139,715 669,699 0 205,332 0 30,593 0

5 その他特定行政サービス収入 53,806 148 24,244 1,705 2,541 15,550 9,614 4 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 8,185 0 0 8,185 0 0 0 0 0 0 0 0

5,831,786 63,910 57,591 4,451,744 203,385 728,218 9,909 218,716 0 41,949 0 56,364

ｂ／ａ 31.4% 5.1% 3.4% 43.4% 24.2% 31.3% 2.0% 18.4% 0.0% 11.6% 0.0%

12,720,235 1,198,329 1,611,850 5,794,866 638,557 1,600,508 479,045 970,817 153,291 319,464 9,872 0 △ 56,364（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b
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（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 49,831,583

純経常行政コスト △ 12,720,235

一般財源

地方税 1,414,450

地方交付税 6,319,845

その他行政コスト充当財源 718,356

補助金等受入 4,904,876

臨時損益

災害復旧事業費 △ 708

公共資産除売却損益 △ 70,828

投資損失 △ 4,909

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 175,258

無償受贈資産受入 0

その他 9,686

期末純資産残高 50,577,374

連結純資産変動計算書
自　平成２３年４月 １ 日

至　平成２４年３月３１日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,832,620

2,378,651

7,977,064

1,381,443

365,044

449,370

15,384,192

1,416,605

6,319,845

4,429,464

544,382

2,928,219

1,176,230

1,083,304

169,376

7,512

0

0

159,071

577,582

18,811,590

3,427,398

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,030,179

272,654

0

25,732

0

0

2,329,185

475,412

1,272,488

620

0

1,665

19,097

1,768,662

△ 560,523

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

161,283

254,475

1

2,337,326

227,383

0

0

0

2,980,549

0

165,120

81

0

53,800

15,000

26,391

0

46,751

3,001,658

307,062

△ 2,673,487

0

193,388

2,808,859

△ 589
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Ⅵ 普通会計と連結会計の比較 
 

 

１ 貸借対照表 

  

美郷町の連結会計の状況を分析するためには、普通会計と連結会計を比較することが効果

的です。そこで、普通会計の貸借対照表と連結会計の貸借対照表を比較すると次のようにな

ります。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24



   ①資産の部 

公共資産合計は、普通会計と比べて１５６億１，１９２万４千円増加し、６７７

億７，２３８万円となっています。環境衛生部門、産業振興部門が大きいことがわ

かります。 

     投資等合計は、普通会計と比べて３億３，５８５万１千円増加し、３８億２，２

５４万４千円となっています。投資及び出資金は１億５，７７０万５千円減少して

いますが、これは、普通会計から連結団体へ出資した金額が連結ベースで相殺消去

されて出資金として計上されないことによるものです。 

     流動資産合計は、普通会計と比べて７億８，４９４万２千円増加し、３１億９９

３万４千円となっています。 

     資産合計では普通会計と比べて１６７億３，２７１万７千円増加の７４７億４８

５万８千円となっています。 

   

   ②負債の部 

     固定負債合計は、普通会計と比べて７８億８，７７１万２千円増加し、２１３億

７，５１０万１千円となっています。最も増加が大きいのは、固定負債の地方公共

団体合計です。これは、簡易水道事業、下水道事業、農業集落排水事業の地方債に

よるものです。 

     流動負債の合計は、普通会計と比べて６億６，４７５万９千円増加し、２７億５，

１３８万３千円となっています。最も増加が大きいのは、翌年度償還額となってい

ます。 

  

   ③純資産の部 

     純資産合計は、普通会計と比べて８１億８，０２４万６千円増加し、５０５億７，

８３７万４千円となっています。これまでの世代が負担した金額はやはり普通会計

のほうが大きいことがわかります。 
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 ２ 行政コスト計算書 
 

  行政コスト計算書について、普通会計と連結会計を比較すると次のようになります。 
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 ①目的別行政コスト 

   普通会計と比べて最も増加が大きいのは、福祉の行政コストで７４億７，１９１

万円となっています。これは、主に後期高齢者医療事業の３３億６３０万円、国民

健康保険事業の２４億８，５５２万２千円、介護保険事業２３億３，５７６万円を

合算したことによるものです。 

   次に、産業振興の行政コストで７億２，６２６万７千円の増加となっています。

これは、第三セクター事業によるものです。 

   総務が２億５，７２５万６千円の増加となっているのは、一部事務組合や広域連

合、町村土地開発公社を合算したことによるものです。 

 

 ②性質別行政コスト 

   普通会計と比べて最も増加が大きいのは、社会保障給付で６９億２，８１８万３

千円となっています。これは主に国民健康保険事業の１６億４，２７６万５千円、

後期高齢者医療事業の３０億６，３３７万１千円、介護保険事業の２２億１，４４

４万５千円を合算したことによるものです。 

   次に人件費が７億４，６６２万６千円の増加となっています。これは主に、大曲

仙北広域市町村圏組合の３億３，３５２万３千円、大仙美郷介護福祉組合の１億２，

４６１万９千円を合算したことによるものです。 

   減価償却費が６億６，１０４万３千円増加したのは、主に簡易水道事業の２億１，

３４６万１千円、農業集落排水事業の１億４，９７５万２千円、大仙美郷環境事業

組合の８，３７０万３千円を合算したことによるものです。 

   物件費が６億６，５９３万５千円増加したのは、主に大仙美郷介護福祉組合の１

億１，２７５万５千円、大仙美郷環境事業組合の１億３０５万９千円、大曲仙北広

域市町村圏組合の７，６５９万６千円を合算したことによるものです。 

 

 ③経常収益 

   普通会計と比べて５５億１，９４４万４千円増加し、圧倒的に普通会計以外での

収益が大きくなっています。 

   最も収益が増加したのは、分担金・負担金・寄附金で２８億５，３１３万６千円

となっています。これは主に、後期高齢者医療事業の１５億８，０８８万６千円、

国民健康保険事業の９億５，５９１万８千円、介護保険事業の６億８，４８１万２

千円を合算したことによるものです。 

   保険料が１１億７，２９０万３千円増加したのは、主に国民健康保険事業の５億

４，０１２万５千円、介護保険事業の３億６，８０３万７千円、後期高齢者医療事

業の２億６，４７４万１千円を合算したことによるものです。 
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 ３ 純資産変動計算書  

  純資産変動計算書について、普通会計と連結会計を比較すると次のようになります。 
 

 

 
 

 

   ①純経常行政コスト 

     普通会計と比べて３２億５，４８１万円増加し、マイナス１２７億２，０２３万

５千円となっています。 

 

  ②一般財源 

    その他行政コスト充当財源が普通会計と比べて１，８６６万９千円増加し、７億

１，８３５万６千円となっています。これは一部事務組合と広域連合を合算したこ

とによるものです。 

 

   ③補助金等受入 

     普通会計と比べて３１億４，８３１万４千円増加し、４９億４８７万６千円とな

っています。これは、主に後期高齢者医療事業の１３億５，２２０万３千円、介護

保険事業の９億５，３２０万３千円、国民健康保険事業の８億１，４９４万４千円

を合算したことによるものです。 

 

   ④期末純資産残高 

     普通会計と比べて８１億７，９２４万６千円増加し、５０５億７，７３７万４千

円となっています。 
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４ 資金収支計算書  

  資金収支計算書について、普通会計と連結会計を比較すると次のようになります。 
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   ①経常的収支の部 

     支出の部で普通会計と比べて最も増加したのは、社会保障給付で６９億２，８１

８万４千円となっています。これは主に、後期高齢者医療事業の３０億６，３３７

万１千円、介護保険事業の２２億１，４４４万５千円、国民健康保険事業の１６億

４，２７６万５千円を合算したことによるものです。 

     収入の部で普通会計と比べて最も増加したのは、国県補助金等で３１億２，５４

５万３千円となっています。これは主に、後期高齢者医療事業の１３億５，２２０

万３千円、介護保険事業の９億５，３２０万３千円、国民健康保険事業の８億１，

４９４万４千円を合算したことによるものです。 

 

   ②公共資産整備収支の部 

支出の部で普通会計と比べて最も増加したのは、公共資産整備支出で９，０６８

万９千円となっています。これは主に、簡易水道事業の８，９３０万８千円を合算

したことによるものです。 

収入の部で普通会計と比べて最も増加したのは、地方債発行額で３，６８０万円

となっています。これは主に、簡易水道事業の３，３６０万円を合算したことによ

るものです。 

 

   ③投資・財務的収支の部 

     支出の部で普通会計と比べて最も増加したのは、地方債償還額で５億９４５万９

千円となっています。これは主に、簡易水道事業の１億６，０１７万１千円、大仙

美郷環境事業組合の１億３，７８０万円、農業集落排水事業の８，５９９万９千円

を合算したことによるものです。 

     収入の部で普通会計と比べて最も増加したのは、地方債発行額で５，３８０万円

となっています。これは農業集落排水事業の３，０７０万円、下水道事業の２，３

１０万円を合算したことによるものです。 
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